
⚑．目的と背景

積雪寒冷地である北海道における港湾は、台
風や低気圧の通過による暴風雪波浪や海氷の影
響等の過酷な環境下にあるとともに、地域の物
流や産業活動の拠点、住民の生活拠点、観光需
要の多様化に対応するため、重要な役割を果た
している。特に、離島においては、上述の気象・
海象が更に厳しく影響下にある上に、フェリー
航路が地域の産業と生活に直結しており、港湾
施設の利用可能率向上は地域の死活問題と言え
る。
このような中、フェリー航路が離発着する利
尻島の鴛泊港においては、厳しい気象・海象の
作用に起因する船体の動揺により、フェリー乗
客の乗降に用いるボーディングブリッジが使用
できない事象がフェリーターミナルとともに供
用開始して以来、20 回/年程度発生し、最も緊
喫な課題となっている。
一方、北海道の地方港湾への予算規模は縮小
傾向にあるとともに、港湾管理者の財政負担能
力の低下により、大規模な施設整備が困難ある
いは整備期間が長期化する事例も多くなってき
ており、予算規模に応じた効率的かつ効果的な
港湾機能の強化改善手法を検討することが求め
られている。
以上を踏まえ、本研究では、鴛泊港を対象に、
稚内開発建設部と連携しながら、気象・海象等
の状況を把握し、ボーディングブリッジの使用
不可要因の分析をするとともに、他港における
利用可能率向上対策の事例を収集・分析したう
えで、外郭施設の配置検討、係留方法の強化・

改善の他、新たな手法として自動係留装置の導
入やボーディングブリッジ使用不可能日予測手
法の確立等、利用可能率向上に資する対応策の
提案を目的とする。

⚒．実施内容

令和⚕年度は、当センターにおいて既往およ
び新たな利用可能率向上対策について情報収集
した他、稚内開発建設部において実施した現地
調査と船体動揺要因の分析を連携して取り組ん
だ。下記に具体的な実施内容を示す。
①道内外の港湾・漁港における既往の利用可能
率向上対策の事例収集・整理
②自動係留装置について、海外実装港における
情報収集並びに実証実験中の敦賀港における
情報収集と現地調査
③鴛泊港における波浪・風況・船体動揺観測と
結果の整理（稚内開発建設部実施）
④船体動揺要因の分析（稚内開発建設部実施）

⚓．主要な結果

令和⚕年度の主な結果として、下記が挙げら
れる。
①敦賀港における自動係留装置については、離
着岸作業の軽減に繋がる他、船体動揺に一定
程度の効果が確認された一方で、設計手法が
確立されていない、高額なイニシャル・ラン
ニング・メンテナンスコストの負担、船体に
着氷した場合の吸着盤の影響等の課題が抽出
された。
②道内外の港湾・漁港で⚘例の利用可能率向上
対策の事例を収集し、長周期波・冬期風浪に
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対して外郭施設により対策している事例が⚓
例、係留方法の強化・改善により対策してい
る事例が⚔例、冬期暴風に対して防風施設に
より対策している事例が⚑例あり、実証実験
中の事例も含め一定程度の効果が確認され
た。
③船体動揺については、ローリング成分の影響
が大きく、また、主な要因は、鴛泊港を回り
込んで南側開口部から侵入したうねり・長周
期波であることが分かった。

⚔．今後の対応

令和⚖今年度は、稚内開発建設部と連携しな
がら下記を実施する予定である。
①利用可能率向上のハード・ソフト対策の検討
②自動係留装置に関する情報収集（継続）
③船舶の動揺を抑える利用可能率向上対策の事
例収集・整理（継続）
④港湾管理者やフェリー会社が活用可能な補
助・交付金制度の情報収集・整理
⑤ボーディングブリッジの使用不可日と PDO
指数の関係について整理
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